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限度なし 30,311 4,623 
１
１
１
 
限度肌１上記傾斜農用地１ｈａについて，ＺＩ５３０ＳＺⅡ８１０Ｓ 
Ｚｍ１,１００ｓＺⅣ１，４０OＳ 
2,842 13,510 
3．ＢＢはベルクバウエルンの略記
4．農用地には，ワイデ・アルムを含まない。
5．この一覧表にはアルム利用奨励のための補助金は掲載されていない。
３６オーストリアの山地農民問題とベルクバウエルン政策
ルクでは，州と連邦の対象経営選定方法は異なるにもかかわらず，事実上
の対象経営数に大差がないことは注目される。つぎに表９と参考に州補助
金制度の代表的事例について，簡単に述べておこう。
（２）リ'１１補助金の具体例・オーバエステライヒ・スタイァマルク．チロル
リ'''1の場合
①オーバエステライヒ。1975年から実施されている制度の対象となる
ベルクバウニルン経営は連邦の選定方法に従うが，それに一年中定住し自
作農用地１ヘクタール以上大家畜単位で牛１頭以上という条件が付加され
ている。経営困難度区分Ｉの経営の場合農用地１ヘクタール当り，基本額
80シリンク，その農地の豊度（課税標準収量）が一定水準より低い場合，
これに40シリンクの割増額がついて１２０シリンクとなる。以下同じやり方
で区分Ⅱの経営で基本額200シリンク，割増額50シリンク。区分Ⅲの経営
で基本額400シリンク，割増額50シリンク。区分Ⅳの経営で基本額500シ
リンクとなっている。農用地規模20ヘクタール以上の経営は補助金対象か
ら外される。また，補助金支給額の上限は１万シリンクである。他にアル
ム利用の奨励のための補助金が，放牧牛馬一頭当り１２０シリンク，羊で１５
シリンク支出される。この州の補助金は農地利用の奨励にポイントがおか
れている。
②スタイァマルク。この州は76年制定の州農業振興法によって，独自
レジスター
のベルクバウエノレン登録点制度を制定した。この制度は州内ベルクバウエ
ルン経営（連邦選定分）を対象に，それぞれの経営について，地形と気象
条件，経営内外の道路条件を調べ，一定の算式により４点から10点までの
評点を付ける。これが州のベルクベウエノレン登録点である。点が高い方が
経営困難度が高いことを意味している。補助金の対象経営は，この登録点
４以上で農用地２ヘクタール以上，あるいは大家畜単位で牛１以上である。
農用地15ヘクタール以上の経営は対象とならない。補助金額算式は農用
地へクタール数×登録点×係数で決定される。この係数は州の財政状態
によって変動するが，1981年で36.1,86年で37.5であった。経営当り補助
3７ 
金額上限は，6,768シリンクである。その他にアルム利用奨励のための補
助金があり，放牧牛馬１頭当りに100シリンク，羊1ルリンクである。こ
の州の補助金も農用地利用に重点がおかれている。
③チロル。この州は，1975年制定の州農業法による独自のベノレクバウ
ェルンカタスターをもっている。この仕組を簡単に紹介すると，山地農民
経営の営農困難度を比較可能な計数化するために，経営内外の交通条件に
100点，公的輸送機関までの距離に75点，経営農地内の農業機械利用度に
240点，気候条件に105点，標高に80点とそれぞれの指標の重要度に応じて
配点し，合計600点とする。それぞれの指標ごとに点の高いほど，経営困
難度が高いということになる。これらの指標にさらに二次的な査定を加え
て合算し，個々の経営のベルクバウエルンカタスター（ＴＢＫ）値が決定さ
れる。このＴＢＫを基準に補助金額は，次の算式で決定される。
（ＴＢＫ-80)×ＲＧＶＥ×係数
ここでＲＧＶＥは牛の大家畜単位（１頭500キログラム換算）であり，
係数は州財政に依存する変数である。1981年では６１であった。牛の大家
畜単位15以上の経営は補助金の対象から外される。またこの算式による補
助金支給額に上限はない。
アルム利用奨励のための補助金は，次の算式で計算される。
ＲＧＶＥ×高度点×交通点×係数。
ここで高度点とはＴＢＫ算出の時の標高から導かれる数値で４から６の
範囲，交通点は同じく経営内外の交通条件から導かれる数値で５から10の
範囲で決められた数値である。仮りに，ＲＧＶＥ１０のもっとも条件の悪い
経営の例で試算して承ると，奨励金は，１０×６×10＝600に係数を乗じた
額となる。1981年には係数は２１であったから，アノレム利用奨励の州補助
金は600×2.1＝1,260シリンクとなる。このチロル州の補助金は，家畜単
位に比例的であるという特色をもっている。
このように，各州独自のベルクバウエノレン補助金は，それぞれの州の山
地農業の実態を反映した営農奨励，或は畜産奨励中心の方式になっている。
３８オーストリアの山地農民問題とベルクバウエルン政策
ここで営農奨励の内容は，すでに述べたように平坦地方のそれとは異なっ
て，畜産のための飼料（飼料用穀物・牧草）生産と自給用の穀物生産のた
め農用地利用が中心であるから，広い意味で士地利用型畜産の奨励のため
の補助金だといってもよいであろう。こうして各州のべルクバウエルン補
助金は，営農と結びついて具体的内容をもった形態で実施されているので
ある。そしてこれは，批判はあるにせよ，連邦のべルクバウエルン補助金
と補完しあいながら，アルプス山地の農業と農民経営の維持のために，今
や不可欠の存在になっているといってよいであろう(39)。
注
（１）オーストリア連邦共和国農業法。Bundesgesetzvoml3Julil960,mit
denMaBnahmenzurSicherungderErniihrungsowiezurErhaltung 
eineswirtschaftlichgesundenBauernstandesgetroffenwerden（Land 
wirtschaftsgesetz：ＢＧＢＬ１９６０Ｎｒ４７.)：Ａ1,1965年508-509ページ参照。
オーストリア連邦共和国（オーストリアと略記）は連邦制で行政上連邦所
管事項（Bundessache）と州所管事項（Landessache）の区分がある。産業
政策農業政策は，州の主管事項である。そのために連邦議会が農業法を制定
した後に，各州議会は各州での実施法規としての州農業法を議決制定してい
る。他の農業関連法律についても同様である。
（２）スイスの農業法は，第２条Ｂ項で「この法律の施行にあたって山地の困難
な生産条件生活諸条件が特別に注意されなければならない。連邦議会が山地
を決定する」と規定している。これは1947年の連邦憲法（Bundesverfass‐
ung）が，「健全な農民層，農業の潜在的能力と農民的土地所有の維持」を
義務付けていることを受けたものである。スイスの農業経営総数12万5000余
のうち，およそ40パーセントの５万経営がベルクバウエルンである（1980年）
Ａ２１－９ページ。
西ドイツの農業法は山地農業や限界地農業問題を取りあげなかった。だ
がこの問題が絶えず論議されていたことは注意されるべきであろう。Ｈ・
Haushofer：BauerimSchachLebensermnerungen1982198-201ページ。
（３）「緑の計画（グリーンプラン)」の意義については，Ｂ171-79ページ，
158-161ページ。
（４）ＥＣ閣僚委員会は，1972年４月に限界地（営農条件の劣る地域）の農業構
造改善を問題にし，７３年２月には「山地農業および限界地農業に関する指
令」を発している。しかし，これが体系的な政策として現実化したのは，
3９ 
1975年４月のＥＣ指令以後である。Richtlmie75/268ＥＷＧｄｅｓＲａｔｅｓ
ｖｏｍ２８Ａｐｒｉｌｌ９７５ｉｉｂｅｒｄｉｅLandwirtschaftinBerggebietenundin 
bestimmtenbenachteiligtenGebietenBulletinoftheEuropeanCom‐ 
munitiesl975No､５４２ページ。なおＥＣでも従来のべルクバウエルン対
策は個別経営の構造改善を中心にしていたが，1975年以後のそれは，地域政
策・社会政策あるいは環境政筑としての側面を重視するようになっている。
Ａ3227-229ページ。
付記筆者は，アルプス地方における山地農民経営の営農形態については，
別稿で検討したので，ここでは取り扱わない。「アルムとアルムヴィルトシ
ャフトに関する－考察」葉山禎作・阿部正昭・中安定子編著『伝統的社会
の歴史的展開下」１９８３所収。
（５）Ｂ287-118ページ。ここで１日オーストリアとは，第一次大戦後サン・ジ
エルマン条約によって解体したオーストリア帝国を指している。
（６）Ａ4427-461ページ。
（７）インネンベルガー製鉄会社・エジディア・キントベルカー製鉄会社・ノイ
ベノレク・マリアツェル会社・スタイァ製鉄会社など当時の製鉄企業の活動状
況がその好例である。なおこれらは1881年に合併して，オーストリア・アル
ペンモンタン会社を創設している。Ａ4159-165ページ。現代の大企業ステ
ヤア社の創設期の例Ａ5294-296ページ。この地方の林業と製鉄業の関連
については，Ａ6296-302ページ。
（８）この点については，パンツＡ７，ウルマァＡ８，ツヴィトコヴィツ
Ａ９などが詳しい。
（９）この問題は当時の社会主義者にとって重大な関心事で，カウッキーも次の
ように述べている。「オーストリアに於ては，造林が単に荒廃地のみでなく
放牧場及び艇耕地に於てもなされているのであるが，…中略…特に箸るしい
のは次の事実である。サルツプルク地方に於て牛の数が1869年-1880年に於
て10.6パーセントだけ，1880年-1890年において更に４．１パーセントだけ減
少した｡主にそれは,高地牧場が狩猟地所有者に盛に売却されたことによる｣。
『農業問題』向坂逸郎訳上，244ページ。彼は同響第４章近代的農業で肉類
の消費と生産のギャップについて重要な論点を示している，６４ページ以下。
(10）Ａ1061-66ページ，84-91ページ。
この傾向は，1930年代の不況期にやや停滞するが，戦後の50年代に一層進
行し，山地農民経営の家族経営化が完了する。
(11）Ａ11646-653ページ。バウァはこの問題をＤｉｅＫａｍｐｆｕｍＷａｌｄｕｎｄ
Ｗｅｉｄｅｌ９２５（全集３巻）で改めて体系的に論じている。
(12）Ｂ3597-598ページ。なおこのIWlオーストリア畜産業は一定の発展をと
4oオーストリアの山地農民問題とベルクバウェルン政策
げたが，なお1928年まで牛乳を一部輸入しなければならなかった。Ａ１２５５４
ページ
(13）Ａ13149ページ
(14）Ａ14276ページ
(15）Ａ１５５７８ページ
(16）Bundesgesetz，womitMaBnahmenzurErhaltungdesbergbiiuerlichen 
BesitzstandesgetroffenundemzelnenBestimmnngendesGrundver‐ 
kehrsgesetzes,ＢＧＢＬＮｒ５６３/1919,abgeiindertwerdenBGBL1937年６０
号932ページ以~|､.。人口流出地域については以下を参照。
RundmachungderBundesregierungiiberdieBestimmungderEntsied‐ 
lungsgebieteBGBL1937年８１号134ページ以下，同90号1393ページ以下
(17）Ａ15578-579ページ
(18）Ａ11965年504-506ページ
(19）例えば全国穀物経済基金（Getreidewirtschaftsfond)，全国牛乳経済基金
（Milchwirtschaftsfond)，飼料穀物価格均衡制度（Futtergetreidepreisaus‐
gleich)，肥料価格均衡制度（Diingemittelpreisausgleich）など。Ｂ１１５６
ページ｡
(20）Ａ１０６３ページ，Ａ１３２１６ページ
(21）Ａ１61956年45-51ページ，1978年82-83ページ。
(22）スタイァマルク州では次のような事実が報告されている。この変化は1952
年９月１日フイシュバッハ・アジディ家畜市場で次のような現実となって現
われた。かつては２，０００頭以上の役牛がせりにかけられたこの市場で，せり
に出された800Ｊ,(以｣もの役用牛が１蚊も売れなかったのである。この動向は
すでに少し前から現われていたので，農業会議所は役牛部門を縮小して乳牛
飼養と優良乳牛の仔取り生産に切替えるよう宣伝・指導を始めていた。しか
しこれは僅民の「保守主義と伝統主義」のために成功していなかった。農民
は，伝統的な生産部門を変えようとはしなかったのである。Ａ１３２００ペー
ジＢ1136-139ページ
（23）Ａ11959年493-494ページ
（24）オーストリア艇業法ノ1ｍと同じ。Ａ11965年523-524ページ。
（25）ArbeitsgemeinschaftfiirBergbauernfragen：RichtlinienfiirdieEr‐ 
stellungdesBergh6fekatasters，1957,WeristeinBergbauer？Ａ１９ 
104114ページ。
（26）大蔵省令1954年４月８日この地域は前述した人口流出地域（Entsied
lungsgebiet）とほぼ一致している。
（27）筆者はこの問題をＢ１１６７ページ以下で,論じたことがあり，本稿でもいく
4１ 
つかの点で旧稿に依拠している。
(28)，（29）Ａ15592-593ページ
(30）Ａ171964年７４ページ
(31）フレムデンフエルケァ（Fremdenverkehr）は適訳がないので片仮名とし
た。英語のtourismとほぼ同意であろう。旅行・観光・保養・レジャー・
宿泊，などをふくめた意味で使用される。
(32）Ａ１８１２ページ。Ｈ・Lehnerの発言
(33）Bergbauern-Sonderprogramm,BergbauernzuschuBこの項の８２年まで
の内容については，筆者の別稿Ｂ４によるところが多い。
(34）チロル州やスタイァマルク州の農業会議所関係者や全国農業会議協議会フ
ーバー氏らの発言による（1982夏)。
(35）「農家で休暇を」（UrlaubaufdemBauernhof?）このスローガンは，オ
ーストリアに限らずヨーロッパ諸国の山地において一般的である。しかし，
農家経済の将来を，構造改善の道をつうじて規模拡大・営農の発展に求める
か，或はフレムデンフエルケァ（民宿）に托すか，という選択は，農民にと
って容易なことではない。後者を選んだ場合，保養客のため農家の家族，と
くに主婦は一年中自分の保養どころではなくなるのが普通である。Ｂ１第
７章（中山律男稿）参照
(36）（34)と同じ。
(37）Ａ１71987年173-174ページ。経営所得（Gesamteinkommen＝農家所
得)＝社会的所得(Sozialeinkommen)＋生業所得計（Evwerbseinkommen
msgesamt）生業所得＝農林業所得(LandwirtschaftlichesEinkommen)＋兼
業所得（Nebenerwerbseinkommen）＋公的補助金(OHentlicheZuschiisse）
なお厳密にいえば，この公的補助金には連邦政府によるベルクバウエルン補
助金の他に，各州政府が独自に実施しているベルクバウエルン営農補助金も
含まれる。
(38）チロル州農業会議ポルシェ氏，スタイァマルク農業会議センフト氏，前出
フーバー氏らからの聞取りによる（1982夏)。
(39）この項は，最近の資料不備のため，多くをＢ４に依っている。改めて他日
を期したい。
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